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【出願】特願2003-306198（2003.08.29） 【公開】特開2004-217507（2004.
08.05）
【登録】特許第4555897号（2010.07.30） 【優先権】ＪＰ０２３７８２４
０(2002.12.26)
【発明の名称】金属を含有する活性炭の製造方法
【出願人・権利者】地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】丸山　純；安部　郁夫
【IPC】C01B  31/08    (2006.01)；B01J  23/745   (2006.01)；
B01J  31/28    (2006.01)；H01M   4/88    (2006.01)；
H01M   4/90    (2006.01)；H01M   4/96    (2006.01)；
H01M   8/10    (2006.01)
【請求項数】11 【全頁数】12
【審査最終処分】A01:特許／登録
(57)【要約】　【課題】固体高分子電解質型燃料電池の電極触媒材料として
従来用いられている白金の使用量を著しく低減でき、又は白金に代えて使用
できる、触媒活性が高く、且つ、安価な電極触媒材料を提供する。　【解決
手段】下記の発明に係る：（１）金属を含有する有機天然物を、酸素量を制
限した雰囲気で熱処理することを特徴とする金属を含有する活性炭の製造方
法、（２）前記製造方法において、熱処理後、さらに含フッ素有機酸及び／
又はその塩を活性炭に添着する製造方法、並びに（３）前記（１）及び（２）
の製造方法により製造された活性炭を用いた酸素還元電極及び調湿材料、
（４）前記（１）及び（２）の製造方法により製造された活性炭を含有する
電極触媒層を備えた固体高分子電解質型燃料電池の酸素還元電極及びそれを
備えた固体高分子型燃料電池。【選択図】なし
※登録公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】金属を含有するタンパク質を、酸素量を制限した雰囲気で熱処
理することを特徴とする金属を含有する活性炭の製造方法。

【出願】特願2004-101498（2004.03.30） 【公開】特開2005-286245（2005.10.13）
【登録】特許第4811552号（2011.09.02） 【優先権】
【発明の名称】超伝導素子を用いた中性子検出装置
【出願人・権利者】国立研究開発法人科学技術振興機構；
国立研究開発法人情報通信研究機構；
地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】三木　茂人；石田　武和；王　鎮；島影　尚；
四谷　任；佐藤　和郎
【IPC】H01L  39/00    (2006.01)；C01G   1/00    (2006.01)；
G01T   1/26    (2006.01)；G01T   3/00    (2006.01)
【請求項数】4 【全頁数】11
【審査最終処分】A01:特許／登録
(57)【要約】　　【課題】　良好な超伝導特性の経時劣化を防止することができる超
伝導素子、それを用いた中性子検出装置及び超伝導素子の製造方法を提供すること。
　　【解決手段】　誘電体材料で形成された基板（１）と、基板上（１）にメアンダ
形状に形成された超伝導材料のストリップライン（２）と、ストリップライン（２）
の表面に形成された保護膜（３）と、導電材料の電極（４、４’）とを備え、ストリ
ップライン（２）を形成する超伝導材料が自然酸化によって超伝導特性が劣化する材
料である。【選択図】　　図１
※登録公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】　誘電体材料で形成された基板、　該基板上に↑1↑0Ｂを含むＭｇＢ↓
2で形成された超伝導材料のストリップライン、　該ストリップラインの表面に形成
された保護膜、及び、　前記ストリップラインの両端部分に形成された電極を有し、
前記超伝導材料が、自然酸化によって超伝導特性が劣化する材料である超伝導素子と、
　前記ストリップラインを超伝導転移温度付近の温度に冷却した状態で、前記電極間
に定電圧を印加し、前記ストリップラインの電流値を測定する手段、又は、　前記ス
トリップラインを超伝導転移温度付近の温度に冷却した状態で、前記電極間に定電流
を流し、前記ストリップラインの電圧値を測定する手段とを備え、　前記ストリップ
ライン中の↑1↑0Ｂと中性子との核反応による前記ストリップラインの抵抗値の変化
を測定することを特徴とする超伝導素子を用いた中性子検出装置。

【出願】特願2007-507088（2006.03.03） 【公開】WO2006/095659（2008.08.14）
【登録】特許第4669996号（2011.01.28） 【優先権】ＪＰ０５０６２７９４(2005.03.
07)
【発明の名称】中性子検出装置及び中性子イメージングセンサ
【出願人・権利者】国立研究開発法人科学技術振興機構；
公立大学法人大阪府立大学；
地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】佐藤　和郎；四谷　任；石田　武和；三木　茂人
【IPC】G01T   1/26    (2006.01)；G01T   3/08    (2006.01)；
G01T   1/24    (2006.01)；G01T   1/29    (2006.01)；
H01L  27/14    (2006.01)；H01L  27/148   (2006.01)
【請求項数】11 【全頁数】12
【審査最終処分】A01:特許／登録
(57)【要約】　簡単な装置構成の変更で感度及び時間分解能の調節が可能な中性子検
出装置を提供する。　少なくとも一方の表面が誘電体材料１１で形成された基材１０
と、表面上に形成される超伝導材料のストリップライン２と、ストリップライン２の
両端部分に形成された電極部１とを有する超伝導素子２０と、ストリップライン２中
の超伝導元素と中性子との核反応による発熱を、ストリップライン２の抵抗値の変化
で測定する抵抗測定手段と、ストリップライン２が形成された表面とは反対側の基材
の裏面部に、核反応による発熱の放熱性を調節する放熱調節手段５とを有する中性子
検出素子部を複数備え、中性子検出素子部間で放熱性を互いに異ならせている。
※登録公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】　少なくとも一方の表面が誘電体材料で形成された基材と、前記表面上
に形成される超伝導材料のストリップラインと、前記ストリップラインの両端部分に
形成された電極部とを有する超伝導素子と、　前記ストリップライン中の超伝導元素
と中性子との核反応による発熱を、前記ストリップラインの抵抗値の変化で測定する
抵抗測定手段と、　前記ストリップラインが形成された前記表面とは反対側の前記基
材の裏面部に、前記核反応による発熱の放熱性を調節する放熱調節手段とを有する中
性子検出素子部を複数備え、　前記中性子検出素子部間で前記放熱性を異ならせてい
る中性子検出装置。
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【出願】特願2011-79158（2011.03.31） 【公開】特開2012-214826（2012.11.08）
【登録】特許第5760222号（2015.06.19） 【優先権】
【発明の名称】金属ガラス成形体の製造方法
【出願人・権利者】地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】中本　貴之；白川　信彦；四宮　徳章；乾　晴行
【IPC】B22F   3/105   (2006.01)；B22F   3/16    (2006.01)；
C22C  45/02    (2006.01)；C22C  45/04    (2006.01)；
C22C  45/10    (2006.01)；C22C  45/00    (2006.01)
【請求項数】7 【全頁数】15
【審査最終処分】A01:特許／登録
(57)【要約】【課題】所望の大きさや形状を有する金属ガラス成形体を容易に製造可能
であり、低コストかつ効率よく金属ガラス成形体を製造可能な金属ガラス成形体の製造
方法を提供する。【解決手段】金属ガラスを構成する複数種の元素粉末または合金粉末
が混合された材料粉末を敷き詰めて材料粉末層３を形成する粉末層形成工程と、材料粉
末層３の所定箇所にレーザ光を照射し、照射部の材料粉末を加熱して溶融固化させるこ
とで、材料粉末から金属ガラス１１を作製しながら金属ガラスよりなるブロック体１０
を造形するブロック体造形工程とを備え、粉末層形成工程による材料粉末層３の形成と、
ブロック体造形工程による金属ガラス１１の作製およびブロック体１０の造形とを繰り
返すことにより、複数のブロック体１０が積層一体化された金属ガラス成形体１を製造
する。【選択図】図２
※登録公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】　金属ガラスを構成する複数種の元素粉末が混合された材料粉末を敷き詰
めて材料粉末層を形成する粉末層形成工程と、　前記材料粉末層の所定領域にレーザ光
または電子ビームを照射し、照射部分の材料粉末を溶融固化させることで、材料粉末か
らブロック体を造形するブロック体造形工程と、を備え、　前記ブロック体造形工程に
おいては、レーザ光または電子ビームを前記材料粉末層に照射した後、レーザ光または
電子ビームの走査速度をより速く設定して、走査速度の速いレーザ光または電子ビーム
を前記材料粉末層に照射し、　前記粉末層形成工程による前記材料粉末層の形成と、前
記ブロック体造形工程による前記ブロック体の造形とを繰り返すことにより、複数の前
記ブロック体が積層一体化された金属ガラス成形体を製造する金属ガラス成形体の製造
方法。

【出願】特願2013-527947（2012.07.19） 【公開】WO2013/
021797（2015.03.05）
【登録】特許第5994087号（2016.09.02） 【優先権】ＪＰ
１１１７５１８８(2011.08.10)
【発明の名称】カーボンナノチューブ撚糸およびその製造方
法
【出願人・権利者】地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】喜多　幸司；西村　正樹；赤井　智幸；
松葉　晃明；宇都宮　里佐；松本　均
【IPC】D02G   3/16    (2006.01)
【請求項数】8 【全頁数】26
【審査最終処分】A01:特許／登録
(57)【要約】　本発明の目的は、力学特性に優れたカーボン
ナノチューブ撚糸およびその製造方法を提供することである。
本発明は、カーボンナノチューブからなる糸に撚りを掛けた
後、液体中で５００ｋｇｆ／ｃｍ↑２以上の圧力を作用させ
る、カーボンナノチューブ撚糸の製造方法に関する。
※登録公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】　カーボンナノチューブからなる糸に撚りを掛
けた後、液体中で５００ｋｇｆ／ｃｍ↑２以上の圧力を作用
させる、カーボンナノチューブ撚糸の製造方法。

【出願】特願2012-256970（2012.11.23） 【公開】特開2014-106258
（2014.06.09）
【登録】特許第5760199号（2015.06.19） 【優先権】
【発明の名称】赤外線遮蔽性透明フィルム
【出願人・権利者】地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】中許　昌美；大野　敏信；松川　公洋；
玉井　聡行；山本　真理；柏木　行康；斉藤　大志；辻本　伊織
【IPC】G02B   5/22    (2006.01)；B32B  27/18    (2006.01)；
C08K   3/22    (2006.01)；C08L 101/00    (2006.01)
【請求項数】9 【全頁数】12
【審査最終処分】A01:特許／登録
(57)【要約】【課題】良好な透明性を維持しつつ、赤外線の遮断効果に
も優れたフィルムを提供する。【解決手段】１層又は２層以上から構成
されるフィルムであって、少なくとも１つの層中に赤外線遮蔽性粒子が
含まれており、前記粒子が、１）インジウム・スズ酸化物（ＩＴＯ）及
び有機成分を含み、かつ、２）前記有機成分の含有量が前記粒子中１～
２０重量％であり、３）平均粒子径が１～１００ｎｍであることを特徴
とする赤外線遮蔽性透明フィルムに係る。【選択図】図１
※登録公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】１層又は２層以上から構成されるフィルムであって、少な
くとも１つの層中に赤外線遮蔽性粒子が含まれており、 前記粒子が、
１）インジウム・スズ酸化物（ＩＴＯ）及び有機成分を含み、かつ、２）
前記有機成分の含有量が前記粒子中１～１１重量％であり、３）平均粒
子径が１～１００ｎｍである、ことを特徴とする赤外線遮蔽性透明フィ
ルム。
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【出願】特願2013-40993（2013.03.01） 【公開】特開2014-169471（2014.09.
18）
【登録】特許第6259978号（2017.12.22） 【優先権】
【発明の名称】Ｎｉ基金属間化合物焼結体およびその製造方法
【出願人・権利者】公立大学法人大阪府立大学；
地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】金野　泰幸；高杉　隆幸；垣辻　篤
【IPC】C22C  19/03    (2006.01)；C22C   1/04    (2006.01)；
C22C   1/05    (2006.01)
【請求項数】9 【全頁数】33
【審査最終処分】A01:特許／登録
(57)【要約】【課題】Ｎｉ↓３（Ｓｉ，Ｔｉ）金属間化合物を含み、高温で高
い耐摩耗性を有し、かつ高い寸法精度（ニアネットシェイプ）を有する材料お
よび同材料の製造方法を提供する。【解決手段】７５ａｔ％～８５ａｔ％のニ
ッケル（Ｎｉ）と、８ａｔ％～１３ａｔ％のシリコン（Ｓｉ）と、３ａｔ％～
１３ａｔ％のチタン（Ｔｉ）とを含んでなる主相であって、結晶構造がＬ１↓
２型であるＮｉ↓３（Ｓｉ，Ｔｉ）金属間化合物を含む主相を有することを特
徴とする焼結体である。【選択図】図３７
※登録公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】　７５ａｔ％～８５ａｔ％のニッケル（Ｎｉ）と、８ａｔ％～１
３ａｔ％のシリコン（Ｓｉ）と、３ａｔ％～１３ａｔ％のチタン（Ｔｉ）と、
ボロン（Ｂ）以外の元素の合計質量に対して１０ｍaｓｓ ｐｐｍ～１０００ｍ
aｓｓ ｐｐｍのボロン（Ｂ）と、不可避的不純物とから成る主相であって、結
晶構造がＬ１↓２型であるＮｉ↓３（Ｓｉ，Ｔｉ）金属間化合物から成る主相
と、　チタン（Ｔｉ）の炭化物、窒化物、炭窒化物、酸化物および硼化物から
選択される少なくとも１つを含むＴｉ化合物硬質粒子であって、前記主相の間
に分散したＴｉ化合物硬質粒子と、から成ることを特徴とする焼結体。

【出願】特願2014-67298（2014.03.28） 【公開】特開2015-189618（2015.11.02）
【登録】特許第6344004号（2018.06.01） 【優先権】
【発明の名称】単結晶の製造方法
【出願人・権利者】国立大学法人大阪大学；
地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】中野　貴由；中本　貴之；芹澤　愛；井上　暢；
菅原　貴広；白川　信彦；山口　勝己
【IPC】C30B  29/52    (2006.01)；C30B   1/06    (2006.01)；
F01D   5/28    (2006.01)；F02C   7/00    (2006.01)
【請求項数】9 【全頁数】17
【審査最終処分】A01:特許／登録
(57)【要約】（修正有り）【課題】タービンブレードやインプラントに用いる金属材料、
セラミックス材料等の無機材料について従来と異なる単結晶の製造方法の提供。【解決手
段】無機材料単結晶の製造方法は、種結晶を準備する準備工程と、付加製造技術を用いて、
種結晶上に無機材料である無機粉末粒子４０を供給し、熱エネルギー３０により無機粉末
粒子４０を溶融して、種結晶上に単結晶を育成する育成工程とを備え、好ましくは、準備
工程は、基台２０５に種結晶を配置する配置工程を含み、育成工程は、基台２０５に配置
された種結晶上に、無機材料を含む無機層を形成する層形成工程と、種結晶上の無機層を
溶融して種結晶上に単結晶を育成する溶融工程とを繰り返し行って所定の大きさの単結晶
を育成する無機材料の単結晶の育成方法。熱エネルギーをレーザーＰ又は電子ビームによ
り与えるレーザー又は電子ビーム三次元積層造形法による無機材料の単結晶育成方法。【
選択図】図１
※登録公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】　種結晶を準備する準備工程と、　付加製造技術を用いて、前記種結晶上に
無機材料を供給し、熱エネルギーにより前記無機材料を溶融して、前記種結晶上に単結晶
を育成する育成工程とを備え、　前記準備工程は、　基台に前記種結晶を配置する配置工
程を含み、　前記育成工程は、　前記基台に配置された前記種結晶上に、前記無機材料を
含む無機層を形成する層形成工程と、　前記種結晶上の前記無機層を溶融して前記種結晶
上に前記単結晶を育成する溶融工程とを含み、　前記育成工程では、前記層形成工程と前
記溶融工程とを交互に繰り返し、　前記基台は穴を有し、　前記配置工程では、前記種結
晶の上面が前記基台の表面と同じ高さになるように前記穴に前記種結晶を配置する、単結
晶の製造方法。

【出願】特願2014-69778（2014.03.28） 【公開】特開2015-190032（2015.11.02）
【登録】特許第6296234号（2018.03.02） 【優先権】
【発明の名称】β型チタン合金及びその製造方法
【出願人・権利者】地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】道山　泰宏
【IPC】C22F   1/18    (2006.01)；C23C  26/00    (2006.01)；
C22C  14/00    (2006.01)；C22F   1/00    (2006.01)
【請求項数】8 【全頁数】16
【審査最終処分】A01:特許／登録
(57)【要約】【課題】構造体としての靱性を保ちつつ、優れた耐摩耗性を有するチ
タン合金及びその製造方法を提供する。【解決手段】硬化層を含むβ型チタン合金
の製造方法であって、以下の工程１～３：(i)　β型チタン合金を熱処理する工程
１であって、　　前記熱処理の温度Ｈ↓Ｔ（℃）が、以下の式(1)：　　　200≦Ｈ
↓Ｔ≦β↓Ｔ－70　　　　(1)（式中、β↓Ｔは、前記β型チタン合金のβ変態点
（℃）を示す）である、工程１、(ii)　前記工程１で得られたβ型チタン合金を局
所加熱する工程２、及び(iii)　前記工程２で得られたβ型チタン合金を熱処理す
る工程３であって、　　前記熱処理の時間が120時間以上である工程３、を順に含
むことを特徴とする、硬化層を含むβ型チタン合金の製造方法。【選択図】なし
※登録公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】　硬化層を含むβ型チタン合金の製造方法であって、以下の工程１～
３：(i)　Ti-22V-4Al、Ti-15V-6Cr-4Al、Ti-4Fe、Ti-5Fe、Ti-4Fe-1Al、Ti-5Fe-1A
l、及びTi-15Mo-5Zr-3Alからなる群より選ばれる１種以上であるβ型チタン合金を
熱処理する工程１であって、　　前記熱処理の温度Ｈ↓Ｔ（℃）が、以下の式(1)
：　　　200≦Ｈ↓Ｔ≦β↓Ｔ－70　　　　(1)（式中、β↓Ｔは、前記β型チタン
合金のβ変態点（℃）を示す）である、工程１、(ii)　前記工程１で得られたβ型
チタン合金を局所加熱する工程２、及び(iii)　前記工程２で得られたβ型チタン
合金を熱処理する工程３であって、　　前記熱処理の時間が168時間以上である工
程３、を順に含むことを特徴とする、硬化層を含むβ型チタン合金の製造方法。
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【出願】特願2014-151024（2014.07.24） 【公開】特開2016
-22335（2016.02.08）
【登録】 【優先権】
【発明の名称】評価方法および評価装置
【出願人・権利者】地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】片桐　真子；櫻井　芳昭
【IPC】A61B   5/0402  (2006.01)；
A61B   5/0452  (2006.01)；A61B  10/00    (2006.01)
【請求項数】6 【全頁数】13
【審査最終処分】
(57)【要約】【課題】被験者の音の感知の有無を適正に評価
することができる評価方法および評価装置を提供する。【解
決手段】評価装置１は、被験者Ｈの心電を測定する心電測定
装置４と、テスト音を発生するテスト音発生装置３と、前記
心電に基づいて、被験者Ｈがテスト音を感知したか否かを判
定する判定部２３と、を備える。【選択図】図１
※公開公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】　被験者の心電または心拍を測定する測定ステ
ップと、　前記被験者に刺激を付与する刺激付与ステップと、
　前記心電または心拍に基づいて、前記被験者が前記刺激を
感知したか否かを判定する判定ステップと、を有する、評価
方法。

【出願】特願2016-565745（2014.12.25） 【公開】WO2016/103385（2
017.07.06）
【登録】特許第6390056号（2018.08.31） 【優先権】
【発明の名称】表面改質基材の製造方法
【出願人・権利者】地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】山口　拓人；萩野　秀樹
【IPC】C23C  26/00    (2006.01)；B23K  26/354   (2014.01)
【請求項数】5 【全頁数】11
【審査最終処分】A01:特許／登録
(57)【要約】　実施形態の一例である表面改質基材の製造方法では、
金属製基材の表面にレーザ光を照射して、前記基材の表面改質を行う。
実施形態の一例である表面改質基材の製造方法は、金属製基材の表面
にレーザ光を透過する樹脂層を設ける工程と、樹脂層を通して基材表
面にレーザ光を照射し、基材の表面を溶融させると共に、基材の熱に
より樹脂層を熱分解させる工程とを備える。
※登録公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】　金属製基材の表面にレーザ光を照射して、前記基材の
表面改質を行う表面改質基材の製造方法であって、　前記基材の表面
に、前記レーザ光を透過する樹脂層を設ける工程と、　前記樹脂層を
通して前記基材の表面に前記レーザ光を照射する工程であって、前記
基材の表面を溶融させると共に、前記基材の熱により前記樹脂層を熱
分解させ、溶融状態にある前記基材の金属と前記樹脂層の分解成分と
を結合させて前記基材の表面に改質層を形成する工程と、　前記改質
層が形成された前記基材の表面から前記樹脂層を取り除く工程と、　
を備えた表面改質基材の製造方法。

【出願】特願2015-236531（2015.12.03） 【公開】特開2017-103146（2
017.06.08）
【登録】 【優先権】
【発明の名称】固体電解質シート及びその製造方法、全固体電池、並び
に全固体電池の製造方法
【出願人・権利者】地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】長谷川　泰則；園村　浩介；佐藤　和郎；
村上　修一；櫻井　芳昭
【IPC】H01M  10/0562  (2010.01)；
H01M  10/0585  (2010.01)；H01M  10/052   (2010.01)；
H01B   1/06    (2006.01)；H01B   1/10    (2006.01)
【請求項数】12 【全頁数】16
【審査最終処分】
(57)【要約】【課題】全固体電池に優れたエネルギー密度及び出力特性
を付与することができ、しかも、全固体電池を連続プロセスにより大量
に生産することを可能とする固体電解質シート及びその製造方法を提供
する。【解決手段】本発明の固体電解質シートＡは、固体電解質１と、
支持体２とを備える。支持体２は複数の貫通孔３，３，・・・を有して
いる。固体電解質１は貫通孔３に充填されている。上記固体電解質シー
トＡは、支持体２上に形成された複数の貫通孔３，３，・・・に固体電
解質１を充填する工程と、貫通孔３に固体電解質１が充填された支持体
２をプレスする工程と、を備える。【選択図】図１
※公開公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】　固体電解質と、支持体とを備え、　前記支持体は複数の
貫通孔を有しており、　前記固体電解質は前記貫通孔に充填されている、
固体電解質シート。  
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【出願】特願2016-19047（2016.02.03） 【公開】特開
2017-138786（2017.08.10）
【登録】 【優先権】
【発明の名称】音声出力装置、照明付き音声出力装置お
よび報知システム
【出願人・権利者】地方独立行政法人大阪産業技術研究
所
【発明者】片桐　真子；櫻井　芳昭
【IPC】G08B  23/00    (2006.01)
【請求項数】13 【全頁数】18
【審査最終処分】
(57)【要約】【課題】受け手にとって気付きやすいサイ
ン音を発する音声出力装置を提供する。【解決手段】報
知システム１は、スピーカ２、火災検知器３および制御
部４を備えている。スピーカ２は、サイン音を発する音
声出力装置であって、前記サイン音は和音である。【選
択図】図１
※公開公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】　サイン音を発する音声出力装置であって、
　前記サイン音は和音である、音声出力装置。

【出願】特願2016-40322（2016.03.02） 【公開】特開2017-154159（2017.09.07）
【登録】 【優先権】
【発明の名称】金属間化合物合金、金属部材及びクラッド層の製造方法
【出願人・権利者】公立大学法人大阪府立大学；
地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】金野　泰幸；高杉　隆幸；山口　拓人；萩野　秀樹
【IPC】B23K  35/30    (2006.01)；B22F   3/24    (2006.01)；
B22F   3/105   (2006.01)；B22F   7/04    (2006.01)；
B22F   3/16    (2006.01)；C22F   1/10    (2006.01)；
C22C  19/03    (2006.01)；C23C  24/10    (2006.01)；
C23C  26/00    (2006.01)；B32B  15/01    (2006.01)；
C22F   1/00    (2006.01)
【請求項数】8 【全頁数】16
【審査最終処分】
(57)【要約】【課題】本発明は、低コストで製造することができ、優れた高温硬さ特性
を有するＮｉ基金属間化合物合金を提供する。【解決手段】本発明の金属間化合物合金
は、７０ａｔ％以上７８ａｔ％以下のＮｉと、５ａｔ％以上１３ａｔ％以下のＡｌと、
９．５ａｔ％以上１７．５ａｔ％以下のＶと、１ａｔ％以上５ａｔ％以下のＮｂと、Ｎ
ｉ、Ａｌ、Ｖ、Ｎｂの合計重量に対して１０重量ｐｐｍ以上１０００重量ｐｐｍ以下の
Ｂ（ホウ素）と、不可避不純物とからなる合計１００％の合金組成を有する金属間化合
物合金であって、前記金属間化合物合金は、母相中に第２相が分散した微細組織を有し、
第２相のＮｂ濃度は、前記母相のＮｂ濃度よりも高いことを特徴とする。【選択図】図
１２
※公開公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】　７０ａｔ％以上７８ａｔ％以下のＮｉと、５ａｔ％以上１３ａｔ％以下
のＡｌと、６．５ａｔ％以上１７．５ａｔ％以下のＶと、１ａｔ％以上５ａｔ％以下の
Ｎｂと、Ｎｉ、Ａｌ、Ｖ、Ｎｂの合計重量に対して１０重量ｐｐｍ以上１０００重量ｐ
ｐｍ以下のＢ（ホウ素）と、不可避不純物とからなる合計１００％の合金組成を有する
金属間化合物合金であって、前記金属間化合物合金は、母相中に第２相が分散した微細
組織を有し、第２相のＮｂ濃度は、前記母相のＮｂ濃度よりも高いことを特徴とする金
属間化合物合金。

【出願】特願2016-133172（2016.07.05） 【公開】特開2018-4504（2018.01.11）
【登録】 【優先権】
【発明の名称】多軸振動制御装置
【出願人・権利者】地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】細山　亮
【IPC】G01M   7/02    (2006.01)
【請求項数】4 【全頁数】19
【審査最終処分】
(57)【要約】（修正有り）【課題】各軸における非ガウス特性波形のピーク波形発生時刻に相関を
持たせることのできるシステムを提供する。【解決手段】センサ６ａによって検出されたＺ方向振
動は、Ａ／Ｄ変換されて、第１応答波形となる。第１ＰＳＤ算出手段２０ａは、第１応答波形をフー
リエ変換し、第１応答ＰＳＤ（パワースペクトル密度）を算出する。第１ＰＳＤ比較手段２２ａは、
第１応答ＰＳＤが第１目標ＰＳＤに合致するように第１制御用ＰＳＤを修正する。第１フレーム波
形生成手段２４ａは、第１制御用ＰＳＤの各周波数成分に、第１ランダム位相生成手段２８ａから
の第１ランダム位相を与えて、逆フーリエ変換を行い、第１フレーム波形を生成する。中心値設定
手段３２は、第１ランダム位相生成手段２８ａ、第２ランダム位相生成手段２８ｂに与える中心値
に相関を与え、２軸方向の振動ピークの出現位置に相関値をもたらす。【選択図】図１
※公開公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】　供試体の第１の方向の加速度を測定する第１加速度センサからの第１応答波形をフー
リエ変換して、第１応答ＰＳＤを算出する第１ＰＳＤ算出手段と、　第１応答ＰＳＤを第１目標Ｐ
ＳＤと比較して第１制御用ＰＳＤを求める第１ＰＳＤ比較手段と、　隣接する位相の位相差が正規
分布に従ったランダムな位相差となり、フレームごとに第１中心値を持つような第１位相列を生成
する第１ランダム位相生成手段と、　第１制御用ＰＳＤの各周波数成分に前記第１位相列を与えて
逆フーリエ変換することにより、第１フレーム波形を生成する第１フレーム波形生成手段と、　複
数の第１フレーム波形をシフトして結合することにより生成した第１ドライブ波形を出力する第１
結合波形生成手段と、　前記供試体の第２の方向の加速度を測定する第２加速度センサからの第２
応答波形をフーリエ変換して、第２応答ＰＳＤを算出する第２ＰＳＤ算出手段と、　第２応答ＰＳ
Ｄを第２目標ＰＳＤと比較して第２制御用ＰＳＤを求める第２ＰＳＤ比較手段と、　隣接する位相
の位相差が正規分布に従ったランダムな位相差となり、フレームごとに第２中心値を持つような第
２位相列を生成する第２ランダム位相生成手段と、　第２制御用ＰＳＤの各周波数成分に前記第２
位相列を与えて逆フーリエ変換することにより、第２フレーム波形を生成する第２フレーム波形生
成手段と、　複数の第２フレーム波形をシフトして結合することにより生成した第２ドライブ波形
を出力する第２結合波形生成手段と、　所定の相関を持つ第１中心値列と第２中心値列を生成し、
前記第１ランダム位相生成手段および前記第２ランダム位相生成手段に与える中心値設定手段と、
　を備えた多軸振動制御装置。  
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【出願】特願2017-32297（2017.02.23） 【公開】特開2018-135585（2018.08.30）
【登録】 【優先権】
【発明の名称】金属部材及びクラッド層の製造方法
【出願人・権利者】公立大学法人大阪府立大学；
地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】金野　泰幸；高杉　隆幸；山口　拓人；萩野　秀樹
【IPC】C22C  19/03    (2006.01)；C22C  19/05    (2006.01)；
C22C  32/00    (2006.01)；C22F   1/10    (2006.01)；
C23C  26/00    (2006.01)；C23C  24/10    (2006.01)；
B32B   9/00    (2006.01)；B23K  35/30    (2006.01)；
C22F   1/00    (2006.01)
【請求項数】11 【全頁数】18
【審査最終処分】
(57)【要約】【課題】基材と、ニッケル基金属間化合物合金を炭化物等のセラミックス粒子の
結合相として利用したセラミックス／金属間化合物複合クラッド層とを備えた、高温での優れ
た硬さ特性を有する金属部材およびクラッド層の製造方法を提供することを課題とする。【解
決手段】基材とそれを被覆するクラッド層とを備え、クラッド層が、金属間化合物合金からな
るマトリックスとその中に分散されたセラミックス粒子とから構成され、マトリックスが、65
～80at％のNiと、4～15at％のAlと、4～15at％のVと、0～8at％の、Nb、Ta、Mo、Co、Cr、Si、
W及びTiからなる群より選択される１種以上の第４元素と、Ni、Al、V及び第４元素の合計重量
に対して10～1000重量ppmのBと、不可避不純物と、0～10at％の基材からの混入不純物と、0～
5at％のセラミックス粒子からの混入不純物とからなる合計100％の合金組成を有する金属間化
合物合金である金属部材により、上記の課題を解決する。【選択図】図２
※公開公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】　基材と、該基材を被覆するクラッド層とを備え、　前記クラッド層が、金属間
化合物合金からなるマトリックスと、該マトリックス中に分散されたセラミックス粒子とから
構成され、　前記マトリックスが、６５ａｔ％以上８０ａｔ％以下のＮｉと、４ａｔ％以上１
５ａｔ％以下のＡｌと、４ａｔ％以上１５ａｔ％以下のＶと、０ａｔ％以上８ａｔ％以下の、
Ｎｂ、Ｔａ、Ｍｏ、Ｃｏ、Ｃｒ、Ｓｉ、Ｗ及びＴｉからなる群より選択される１種以上の第４
元素と、Ｎｉ、Ａｌ、Ｖ及び第４元素の合計重量に対して１０重量ｐｐｍ以上１０００重量ｐ
ｐｍ以下のＢ（ホウ素）と、不可避不純物と、０ａｔ％以上１０ａｔ％以下の、前記基材から
の混入不純物と、０ａｔ％以上５ａｔ％以下の、前記セラミックス粒子からの混入不純物とか
らなる合計１００％の合金組成を有する金属間化合物合金であることを特徴とする金属部材。

【出願】特願2017-40796（2017.03.03） 【公開】特開2018-147997（2018.
09.20）
【登録】 【優先権】
【発明の名称】ヒートシンク及びヒートシンクの製造方法
【出願人・権利者】地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】四宮　徳章；中本　貴之；菅原　貴広；
片桐　一彰；山口　真平
【IPC】H01L  23/36    (2006.01)；H05K   7/20    (2006.01)
【請求項数】13 【全頁数】26
【審査最終処分】
(57)【要約】【課題】圧力損失の大幅な増大を抑えつつ伝熱性能の高いヒー
トシンクを提供する。【解決手段】ヒートシンク１は、ベース２と、ベー
ス２上の一方向に整列するとともに前記一方向と直交する他方向に間隔を
あけて複数列をなすように配置された複数の棒状フィン３と、前記一方向
に延びて前記一方向に整列する複数の棒状フィン３を連結する複数の第１
横架材４であって、上下方向及び前記他方向に複数配置された複数の第１
横架材４と、前記他方向に延びて前記他方向に並ぶ各列の近接する棒状フ
ィン３同士を順次連結する複数の第２横架材５であって、上下方向及び前
記一方向に複数配置された複数の第２横架材５と、を備える。【選択図】
図１
※公開公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】　ベースと、　前記ベース上の一方向に整列するとともに前
記一方向と直交する他方向に間隔をあけて複数列をなすように配置された
複数の棒状フィンと、　前記一方向及び前記他方向の少なくともいずれか
の方向に並ぶ複数の前記棒状フィンを連結する複数の横架材であって、上
下方向及びこれに直交する方向に複数配置された複数の横架材と、を備え
るヒートシンク。

【出願】特願2017-54411（2017.03.21） 【公開】特開2018-15
6009（2018.10.04）
【登録】 【優先権】
【発明の名称】立体像表示装置
【出願人・権利者】地方独立行政法人大阪産業技術研究所
【発明者】山東　悠介；佐藤　和郎；北川　貴弘；川村　誠
【IPC】G03H   1/22    (2006.01)；
G02B  27/22    (2006.01)
【請求項数】4 【全頁数】14
【審査最終処分】
(57)【要約】【課題】水平方向のみならず垂直方向にも広い視
域を有する立体像を表示可能な立体像表示装置を提供する。【
解決手段】立体像表示装置１は、参照光を出射する光源２と、
参照光を回折させるための計算機ホログラムを表示する空間光
変調器６と、凸曲面を有し、空間光変調器６からの回折光を前
記凸曲面で反射させて球面波状に放射する凸面鏡１０とを備え
る。【選択図】図１
※公開公報の第一請求項を表示しています。
【請求項１】　参照光を出射する光源と、　前記参照光を回折
させるための計算機ホログラムを表示する空間光変調器と、を
備えた立体像表示装置であって、　凸曲面を有し、前記空間光
変調器からの回折光を前記凸曲面で反射させて球面波状に放射
する反射部材をさらに備えたことを特徴とする立体像表示装置。 
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（本部・和泉センター）
〒594-1157　大阪府和泉市あゆみ野2丁目7番1号
電話　0725-51-2525 （総合受付・技術相談）

　　　※受付時間　平日   9：00～12：15,13：00～17：30

（森之宮センター）
〒536-8553　大阪市城東区森之宮1丁目6番50号
電話　06-6963-8011 （総合受付）

06-6963-8006 （企画部）
　　　※受付時間　平日   9：00～12：15,13：00～17：30

（2019年3月 発行）


